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ＬＰ(レーザープロファイラ)データを活用した

道路沿線斜面の潜在的災害危険箇所の 
把握の高度化について 
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1九州地方整備局 九州技術事務所 維持管理技術課（〒830-8570 福岡県久留米市高野 1 丁目 3 番 1 号） 

 

九州地整管内の直轄国道 2,330km の沿道斜面を対象として航空レーザープロファイラ(ＬＰ)調査を実施

し，今後の道路防災対策検討に活用するための数値地形データを取得し，沿道斜面から道路に影響を及ぼ

す可能性のある潜在的災害危険箇所を把握するためのスクリーニングを実施した．ＬＰ調査では，精細な

凹凸や微地形を表現可能な計測点群密度 4 点/m2 の微地形表現図を作成した上で，尾根・谷筋に囲まれた

道路に影響を及ぼす範囲を単元斜面として設定し，地形判読から防災点検要領と同じ災害要因地形を抽出

した．地形判読結果から，単元斜面ごとの災害要因地形の影響度と不安定度を組合わせたマトリクス評価

で斜面危険度判定を行い，スクリーニングした結果，点検対象外斜面の 約 15%に相当する潜在的災害危険

箇所が抽出された． 
 

Key Words:ＬＰデータ, 潜在的災害危険箇所, 微地形表現図, 単元斜面,スクリーニング 
 
1. はじめに 
 
近年の地球温暖化により時間降水量 50mm 以上降雨の

平均年間発生回数が 1976年～1985年と 2009年～2018年

を比較して1.4倍となっているほか，平成30年7月豪雨

など過去 10年で 3割のアメダス観測点(414点)において

観測史上最大雨量を更新している．また，平成 30 年度

の土砂災害発生件数は昭和57年以降最多となる3,459件

にのぼり，平均発生件数(1,015件)の3.4倍を記録した． 

このような気候変動による災害外力の増大を踏まえ，

国土交通省では平成30年11月27日の「重要インフラの

緊急点検の結果及び対応方策」による３ヶ年緊急対策と

して法面対策等を実施しており，航空レーザープロファ

イラ等を用いた道路区域内外の危険箇所からの土砂災害

対策の防止に取り組んでいる．これらをうけて，九州技

術事務所では，九州全域の直轄国道沿道の３次元地形デ

ータを取得し，沿道斜面における潜在的な災害危険箇所

を把握するため，精細な３次元微地形情報の取得が可能

な 4 点/m2の計測点群密度の航空レーザープロファイラ

調査(以下，ＬＰ調査)を実施した． 

今回は，九州全域の直轄国道沿道斜面のうち道路に影

響を及ぼす可能性のある潜在的な災害危険箇所を，上述

のＬＰ調査データを高度利用した地形判読によりスクリ

ーニング，抽出した事例について紹介する． 

2. 直轄国道沿道斜面の道路防災管理上の課題 

 
直轄国道沿道斜面では，過去の道路防災総点検(Ｈ8，

H18総点検)で全線の安定度調査を行ったのち，カルテ点

検等の道路防災管理を通年で実施している．一方，道路

防災総点検の再確認から 13 年が経過しており，気候変

動による災害外力の増大や経年変化から，道路区域外に

起因する土砂災害等の危険箇所の把握が課題となってい

る．特に安定度調査未実施の点検対象外斜面での危険箇

所の把握は道路管理者にとって多大な時間と労力を要し，

高精細なＬＰ調査を活用した災害危険箇所のスクリーニ

ングを実施し，防災点検業務での安定度調査候補箇所を

迅速に選定する必要があった(図-1)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 防災点検安定度調査でのＬＰ調査の位置づけ１） 
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3. ＬＰ調査による３次元地形データ取得 
 
(1) 3次元地形データを取得・活用するメリット 

従来のＬＰ計測では点群密度が 0.5～1 点/m2程度のデ

ータを用いて災害要因の判読に用いられてきた．一方，

今回のＬＰ調査では 4 点/m2の高精細な３次元デジタル

地形データを取得できるため，以下のメリットがある． 
 

①従来の等高線地形図と比較して微地形表現力が高い

ため，判読や現場での位置特定精度が格段に高い． 

②微地形表現図は落石源や崩壊地などの災害危険箇

所を図上で直接判読抽出することが可能． 

③デジタル地形データのため，傾斜量や標高区分，地

形凹凸等を強調した多彩な微地形表現が可能となる． 

④災害前後の地形差分解析から，崩壊範囲や断面・土

量の把握，崩壊ブロックの変動方向の把握等が可能． 

⑤高精細な微地形表現図を現地点検に活用することで，

危険箇所等の位置特定が容易となり，点検の効率化

や点検記録の位置精度や信頼性向上が図られる． 

 
(2) 九州管内におけるＬＰ調査の概要 

九州管内では，北部地区４県（福岡・佐賀・長崎・

大分）と南部地区３県の２業務に分割してＬＰ調査業務

を発注し，３次元数値地形データの作成を行った２）．

本稿では北部九州地区の調査・検討結果について述べる． 

ＬＰ調査は，図-2 の①～④の４つの工程からなり，

①ＬＰ計測範囲の設定，②市街地・山地でのＬＰ計測，

③オリジナルデータからフィルタリングによって３次元

データを作成（グラウンド点群データ），④その他デー

タ（グリッドデータ，簡易写真地図データ，微地形表現

図）及び単元斜面作成を行った．これらのＬＰ調査結果

から３次元地形データを作成した． 
 

 
 
 
 
 
 
 

図-2 ＬＰ調査の作業フロー 
 
(3) ＬＰ調査範囲および単元斜面の設定 

当初，調査範囲は，直轄国道沿道の地形を市街地と

山地に区分し，市街地は道路幅員 15mに沿道区域 20mを

加えた片側35m範囲，山地は道路中心より片側100mの沿

道斜面を計測範囲としていた． 

斜面の災害危険箇所より発生した落石や崩壊土砂は，

道路から尾根・谷筋に囲まれた範囲で影響を及ぼすと考

えられるため，尾根・谷筋に囲まれた道路に影響を及ぼ

す範囲を「単元斜面」として区分し，単元斜面をカバー

するように計測範囲を設定した（図-3）． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3 計測範囲・単元斜面の概念図１）（出典原図に追記） 

 
単元斜面の設定では，平成 18 年度防災点検要領３）に

示されている第二絞り込みに準拠し，橋梁横過部の除外

や，災害要因地形判読範囲の目安（1km）および近年の

土砂災害の到達距離（2km）を踏まえ，道路から尾根ま

でおおむね 1km～2km の範囲で技術者が判断し，北部地

区でのべ 6,269箇所を抽出した． 

ＬＰ調査範囲設定結果から，図-4 のように北部九州

地区では延長1,370km（市街地611km，山地759km）のう

ち，のべ 458km2（市街地 39km2，山地 419km2）を計測範

囲として設定した（山地平均ＬＰ計測幅は片側 276m）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4 北部九州地区の事務所毎の航空ＬＰ調査範囲 2)  

 
4. ＬＰデータを活用した災害危険箇所の抽出 

ＬＰデータを活用した災害危険箇所のスクリーニン

グは，簡易地形判読から災害要因地形を抽出し，単元斜

面で最も顕著な災害要因地形の不安定度と道路への影響

度から斜面危険度を判定する手順で行った(図-5)．それ

ぞれの手順の詳細は 5章で述べる． 

 

【防災点検対象斜面】
点検範囲から外れる尾根側斜面の
災害危険箇所を抽出し次回点検で
ﾌｫﾛｰ。

【点検対象外斜面】
災害危険箇所の不安定度等でス
クリーニングし点検着手の優先順
位を判断する。

災害危険箇所 ：災害危険箇所を含む単元斜面

単元斜面範囲

(道路～尾根)

崩壊地

落石源

ガリー
土石流堆

点検後に発生

した地すべり

既存の防災点検箇所

尾根筋に囲まれた単元斜面範囲

１～２km

①直轄国道沿道斜面でのＬＰ計測範囲の設定

②航空機によるＬＰ計測（市街地・山地）

③ＬＰデータのフィルタリング処理

④微地形表現図の作成および単元斜面設定
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図-5 ＬＰデータを活用した災害危険箇所抽出フロー 

 
5. 災害要因地形判読による斜面危険度の判定 

 
(1) 簡易地形判読による災害要因地形の抽出 

災害危険箇所の抽出は，微地形表現図上の単元斜面内

を対象として，斜面内に分布する落石源や崩壊地形，地

すべりや土石流堆積物といった「災害要因地形」を応用

地形判読士等の専門技術者が地形判読して抽出した． 
道路防災点検要領１）に示された 10 種類の災害要因地

形を①～⑩の類型番号化し，判読位置の中心に類型番号

を記載する簡易な地形判読作業を行った(表-1：抜粋)．

災害要因地形はのべ２万箇所抽出し，これらの判読結果

は事務所・路線毎に1/5,000縮尺の簡易地形判読図に整理

した． 
 

表-1 判読災害要因地形の類型番号(抜粋)１）改変 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-6 微地形表現図による簡易地形判読結果 2) 

(2) 単元斜面毎で最も顕著な災害要因地形の抽出 

簡易地形判読結果から，同一単元斜面内の災害要因地

形のうち，最も不安定で道路への影響が大きい「顕著な

災害要因地形」を技術者が判定・抽出し，図-6の赤四角

数字として記載した．抽出した顕著な災害要因地形の災

害リスクを評価するため，地質リスクマネジメント等で

一般的に使われているリスクの発生確率と影響度をリス

クスコアの評価項目とするマトリクス評価手法３）を適

用した．なお，道路防災管理では現地確認による安定度

調査の要因評点が唯一オーソライズされた定量評価手法

のため，評価結果の瑕疵責任の観点からマトリクス評価

項目は技術者判断による定性判定結果を用いた．ここで

は，顕著な災害要因地形の類型番号毎に，リスクの発生

確率に相当する地形の「不安定度」と，道路への「影響

度」を表-2 の判定基準から応用地形判読士等の専門技

術者が「大・中・小・(無し)」に判定した． 
 

表-2 災害要因地形類型毎の安定度・影響度判定基準(抜粋)2) 

 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 災害要因地形による斜面危険度カテゴリ区分設定 

単元斜面毎の顕著な災害要因地形の不安定度・影響度

判定結果から，図-7のように横軸に安定度の大中小，縦

軸に影響度の大中小と影響なしを配置し，想定されるリ

スクスコアが大きい順にカテゴリⅠからカテゴリⅩまで

の斜面危険度に区分した．図-7の数字(％)は後述のＬＰ

調査結果によるカテゴリごとの既往防災点検対象箇所比

率を示す．カテゴリ上位Ⅰ～Ⅵ(Ⅳを除く)の単元斜面で

は，災害危険箇所である既往防災点検対象箇所が過半数

を占めており，カテゴリⅦ～Ⅹよりも高リスクな斜面と

いえる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-7 災害要因地形の斜面危険度カテゴリ区分（案）2) 

①簡易地形判読による災害要因地形の抽出

②単元斜面で最も顕著な災害要因地形の選定

③顕著な災害要因地形の不安定度・影響度の評価

⑥事務所・路線毎の災害危険箇所の集計・報告

⑤防災点検結果等との比較から災害危険箇所と
なるカテゴリの検証⇒カテゴリⅠ～Ⅵが対象

④不安定度・影響度のマトリクス評価による
斜面危険度カテゴリⅠ～Ⅹの判定
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※同一カテゴリ区分での防災点検対象箇所の割合(%)を併記した
防災点検対象斜面26.3%、対象外斜面73.7%(6,269斜面中)

災害要因地形
の類型番号

判読災害要因
地形記号
（イメージ）

落　石 ① 転石やガレ場および凹凸急斜面

② 崩壊地・崩壊跡地

③ 法面上に出口のある谷型斜面や０字谷

崩積土

崖錐・岩屑

Ｂ
（Ａ）

岩盤崩壊
（落石） ⑤ 露岩部、壁岩、急崖、オーバーハング

  

点検対象項目

Ａ

崩壊

  

④

点検対象
項目

類型
番号

関連する
判読地形要素

不安定度 技術者判断の目安 影響度 技術者判断の目安

大 凹凸や分布範囲が明瞭な落石源がある 大 現道等に近く、下方斜面が現道等に接する

中
凹凸等から落石源が分布していると
推察されるもの

中
現道等に近いが、現道と斜面の間に緩斜面が介在
現道等からやや遠いが、下方斜面が現道等に接する

小
凹凸等から落石源の可能性があるが
不明瞭なもの 小 現道等から遠く、現道と斜面の間に緩斜面が介在

大 崩落崖形状や分布範囲が明瞭で規模大 大 現道等に近く、下方斜面が現道等に接する

中
滑落崖の有無や崩積土の分布範囲が
判別可能だがやや不明瞭なもの

中
現道等に近いが、現道と斜面の間に緩斜面が介在
現道等からやや遠いが、下方斜面が現道等に接する

小 凹凸形状から崩壊地の可能性がある 小 現道等から遠く、現道と斜面の間に緩斜面が介在

大 谷口堆積物の比高，凹凸，扇状分布が明瞭 大 現道等を横切る

中 谷口に錐状の凹凸，扇状地形が判別可能 中 先端が現道等に50ｍ以内

小 浸食により錐状・扇状が不明瞭な堆積物 小 先端が現道等に50m以上

共　　　通 なし
現道からの離隔が十分あり、災害が発生した場
合でも道路に達するとは考えにくいもの

土石流(E)
⑥

土石流錐、沖積錐
扇状地(小規模)

⑦
勾配の急な小渓流

ガリー地形
斜面の浸食抵抗性や土石流の活動性を反映した要素として影響判断に加味する。

崩壊(A) ②
崩壊地

崩壊跡地

落石(A) ①
転石帯やガレ場帯
(60度以上の斜面や、
 40度以上の凹凸斜面)
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(4) 斜面危険度カテゴリ区分設定の検証 
新たに安定度調査候補箇所とする単元斜面を抽出する

ため，既往防災点検対象斜面が十分カバーされるカテゴ

リ区分までを「高リスク斜面」として設定した． 

検証は，5.(1)～(3) の試行作業を行った国道 201 号

（9km～27km）の 84 箇所を対象とし，カテゴリⅠから既

往防災点検箇所の累積カバー率を集計した．表-3 の検

証結果から，全てのランクがカテゴリⅥで累積カバー率

75％を超えるため，「高リスク斜面」とした区分は概ね

適当であることを示している． 

 
表-3 防災点検のカバー率と斜面危険度カテゴリの検証結果 2) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(5) スクリーニング結果 
単元斜面毎の顕著な災害要因地形から，単元斜面上に

カテゴリⅠ～Ⅹと図-7の区分色を追記したスクリーニン

グ結果図を路線毎に作成した(図-8)． 

図-9 に示すように，カテゴリⅠ～Ⅵの高リスク斜面

を災害危険箇所としてスクリーニングした結果，点検対

象外斜面 4,615 箇所のうち，722 箇所(約 15％)が潜在的

災害危険箇所に相当することを確認した．また，防災点

検対象箇所 1,650 箇所のうち，高リスク斜面が約 57%を

占め，カルテ対応以上は７割が高リスク斜面であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 斜面危険度カテゴリ区分結果（図-7と同じ範囲）2) 

 
６. 今後の災害危険箇所における道路防災管理 

今回のスクリーニング結果から，点検対対象外斜面の

おおむね１割が災害危険箇所に相当する可能性があり，

今後の防災点検等の道路防災管理に組み込む必要がある． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9 北部九州地区でのスクリーニング結果 2) 

道路防災点検要領 1)で規定する安定度調査箇所の選定

では，第２絞り込みの段階で①地域特性の把握と②災害

要因の判読を行って安定度調査候補箇所を抽出した後，

③専門の点検技術者による現地確認を踏まえて最終的な

安定度調査箇所を選定することとなっている． 
ＬＰデータを活用して抽出した潜在的災害危険箇所は，

現地調査を実施していない迅速調査である．そのことを

踏まえ，スクリーニング結果を安定度調査候補箇所（案）

として，各管理担当事務所で実施する道路防災点検業務

等において①，②の精査及び③現地確認を行ったうえで，

安定度調査箇所を選定する必要がある点に留意されたい． 
 

７.  おわりに 

九州技術事務所では管内直轄路線においてＬＰデータ

を取得し，そのデータを各管理担当事務所へ提供した. 

ＬＰデータを基図として整備したことで，これまでの

道路防災点検対象箇所だけでなく沿線一連の斜面状況が

把握可能となる.一方，植生が密生している箇所では精

度が低下する可能性もあることから，その他の測量成果

（UAV や MMS，地上レーザー）と組み合わせることで，

危険箇所の判別精度の向上，スケッチ等で対応していた

カルテ作成の精度の向上，現地確認のルート検討など点

検時の安全確保と労力軽減も期待される.さらに，路線

の重要度等を勘案しながら計画的，継続的にデータを取

得・蓄積し，この基図に様々な既存資料や点検履歴等の

情報を一元管理できる体制ができれば，一定精度を確保

したうえで，点検の効率化も可能であると考えられる. 
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ 無

箇所数 0 0 3 1 0 0 0 0 0 0 0 4

比率 0% 0% 75% 25% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

累積箇所数 0 0 3 4 4 4 4 4 4 4 4 4

超過確率 0% 0% 75% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

箇所数 9 2 2 15 0 0 3 1 0 0 0 32

比率 28% 6% 6% 47% 0% 0% 9% 3% 0% 0% 0% 100%

累積箇所数 9 11 13 28 28 28 31 32 32 32 32 32

超過確率 28% 34% 41% 88% 88% 88% 97% 100% 100% 100% 100% 100%

箇所数 5 6 12 11 0 3 3 6 0 0 0 46

比率 11% 13% 26% 24% 0% 7% 7% 13% 0% 0% 0% 100%

累積箇所数 5 11 23 34 34 37 40 46 46 46 46 46

超過確率 11% 24% 50% 74% 74% 80% 87% 100% 100% 100% 100% 100%

箇所数 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2

比率 0% 0% 50% 50% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

累積箇所数 0 0 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2

超過確率 0% 0% 50% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

箇所数 14 8 18 28 0 3 6 7 0 0 0 84

比率 17% 10% 21% 33% 0% 4% 7% 8% 0% 0% 0% 100%

累積箇所数 14 22 40 68 68 71 77 84 84 84 84 84

超過確率 17% 26% 48% 81% 81% 85% 92% 100% 100% 100% 100% 100%

合計高リスク斜面 低リスク斜面

38%

55%

2%

100%

斜面危険度カテゴリ
ランクの
箇所比率

道路防災点検
総合評価ランク

 １：要対策 5%

 ２：カルテ対応

 ３：対応不要

 ４：対策完了

合　　計

簡易地形判読による北部九州地区のスクリーニング結果概要図

北部九州地区の全単元斜面：6,269箇所

防災点検対象外

4,619箇所(73.7%)

道路に影響を及ぼす可能性のある

潜在的な災害危険箇所を含む高リスク斜面

⇒722箇所（全体の11.5%，対象外斜面の15.6%）

【青破線枠】防災点検対象
斜面内の高リスク斜面
944箇所

（点検対象斜面の57.2%）

【カルテ対応】

772箇所

【要対策】

78箇所

【対応不要】691箇所

【対策完了他】139箇所防災点検対象

1,650箇所

(26.3%)

【図表解釈での注意点】
①単元斜面と点検区間で相互

に重複があるため、実際の

防災点検箇所と一致しない。

②総合評価は本局管理の一覧

表でH31年のものを適用。

③対応不要・対策完了箇所で

は現地点検はしていない。

④帳票データに不足や未収集

があり数量は未確定である。

⑤低リスク斜面も災害発生の

可能性がある点に留意する。

要対策・カルテ対応では

その７割が高リスク斜面

＜現地点検実施＞

850箇所
78

772

対象斜面数

850

800

1,650

3 対応不要

合計

総合評価
1 要対策

2 ｶﾙﾃ対応


